
令 和 ７ 年 度 

大阪府泉南郡岬町当初予算（案）説明資料



Ⅰ．各会計の予算総額 Ⅱ．一般会計の概要
（１）一般会計・特別会計の予算総額 （単位：千円、％） （１）歳入予算の内訳 （単位：千円、％）

令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 予算額 構成比 予算額 構成比

1,784,591 20.4 1,752,632 21.7 31,959 1.8

600,365 6.9 598,531 7.4 1,834 0.3

2,652,000 30.3 2,518,000 31.2 134,000 5.3

13,501 0.2 27,953 0.3 △ 14,452 △ 51.7

102,594 1.2 104,638 1.3 △ 2,044 △ 2.0

1,164,447 13.3 975,825 12.1 188,622 19.3

695,322 7.9 577,758 7.2 117,564 20.3

44,253 0.5 44,238 0.5 15 0.0

373,900 4.3 301,700 3.7 72,200 23.9

493,499 5.6 536,090 6.6 △ 42,591 △ 7.9

う ち 基 金 繰 入 金 435,695 5.0 406,179 5.0 29,516 7.3

81,000 0.9 76,000 0.9 5,000 6.6

420,328 4.8 193,535 2.4 226,793 117.2

334,200 3.8 356,100 4.4 △ 21,900 △ 6.1

8,760,000 8,063,000 697,000 8.6

※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合がある

（２）歳出予算の内訳 （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比

105,612 1.2 106,849 1.3 △ 1,237 △ 1.2

1,562,555 17.8 1,152,824 14.3 409,731 35.5

（２）企業会計の予算総額 （単位：千円、％） 2,884,120 32.9 2,782,412 34.5 101,708 3.7

令和7年度 令和6年度 762,070 8.7 732,978 9.1 29,092 4.0

当初予算額 当初予算額 110,072 1.3 73,733 0.9 36,339 49.3

108,574 1.2 102,330 1.3 6,244 6.1

908,247 10.4 885,779 11.0 22,468 2.5

343,560 3.9 344,011 4.3 △ 451 △ 0.1

556,124 6.3 527,064 6.5 29,060 5.5

694,193 7.9 696,367 8.6 △ 2,174 △ 0.3

419,359 4.8 348,783 4.3 70,576 20.2

300,514 3.4 304,870 3.8 △ 4,356 △ 1.4

5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

8,760,000 8,063,000 697,000 8.6

※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合がある

災 害 復 旧 費

予 備 費

歳 出 合 計

下 水 道 事 業 会 計 819,846 860,863 △ 41,017 △ 4.8

公 債 費

諸 支 出 金

土 木 費

会 計 区 分 増減額 増減率

消 防 費

教 育 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

区　　　　　　　　分
令和7年度当初 令和6年度当初

増減額 増減率

合 計 13,573,459 12,994,523 578,936 4.5

小 計 4,813,459 4,931,523 △ 118,064 △ 2.4
歳 入 合 計

多 奈 川 財 産 区 特 別 会 計 46,186 33,863 12,323 36.4
諸 収 入

地 方 債

深 日 財 産 区 特 別 会 計 59,302 52,007 7,295 14.0
繰 越 金

府 支 出 金

財 産 収 入

淡 輪 財 産 区 特 別 会 計 7,028 3,112 3,916 125.8
寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

分 担 金 ・ 負 担 金

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 394,319 387,590 6,729 1.7
使 用 料 ・ 手 数 料

国 庫 支 出 金

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 2,264,975 2,356,190 △ 91,215 △ 3.9

介 護 保 険 特 別 会 計 2,041,649 2,098,761 △ 57,112 △ 2.7

増減額 増減率

一 般 会 計 8,760,000 8,063,000 697,000 8.6
町 税

譲 与 税 ・ 交 付 金

特

　
別

　
会

　
計

令和７年度　当初予算（案）の概要

会 計 区 分 増減額 増減率 区　　　　　　　　分
令和7年度当初 令和6年度当初
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（３）歳入予算の性質別内訳 （単位：千円、％） Ⅲ．地方債の状況 （単位：千円）

令和6年度末 令和7年度末

構 成 比 構 成 比 現 在 高 見 込 発行見込 元金償還見込 現 在 高 見 込

20.4 21.7 土 木 債 1,250,006 49,700 80,180 1,219,526

6.9 7.4 農 林 水 産 業 債 22,647 9,000 7,451 24,196

30.3 31.2 教 育 債 398,374 51,374 347,000

0.2 0.3 公 営 住 宅 債 943,848 117,400 43,437 1,017,811

1.2 1.3 災 害 復 旧 事 業 債 75,508 41,600 5,025 112,083

13.3 12.1 臨 時 財 政 対 策 債 等 2,723,581 289,967 2,433,614

7.9 7.2 過 疎 対 策 事 業 債 534,100 107,300 4,874 636,526

0.5 0.5 そ の 他 936,576 9,200 184,500 761,276

4.3 3.7 6,884,640 334,200 666,808 6,552,032

5.6 6.6

5.0 5.0

0.9 0.9 Ⅳ．基金の状況 （単位：千円）

4.8 2.4 令和6年度末 令和7年度末

3.8 4.4 現 在 高 見 込 積立見込 取崩見込 現 在 高 見 込

301,290 20,018 0 321,308

※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合がある 38,474 1 0 38,475

431,840 399,340 435,695 395,485

（４）歳出予算の性質別内訳 （単位：千円、％） 65,114 3 30,000 35,117

30,258 5,001 4,957 30,302

構 成 比 構 成 比 157,496 15,299 22,050 150,745

42.7 43.9 77,619 370,410 370,330 77,699

23.4 24.1 11,351 6,622 8,358 9,615

11.3 11.2 90,002 2,005 0 92,007

7.9 8.6 771,604 419,359 435,695 755,268

19.5 17.2 介護 180,193 238 63,200 117,231

1.4 1.6 9,069 380 5,111 4,338

12.4 12.9 182,587 21,018 38,221 165,384

4.8 4.3 106,507 11,086 34,729 82,864

0.0 0.0 298,163 32,484 78,061 252,586

9.7 10.8 1,249,960 452,081 576,956 1,125,085

6.1 5.6

3.3 3.7

0.1 0.1

※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合がある

合           　　   計

小　　　　　　　　計

介 護 給 付 費 準 備 基 金

淡 輪 地 区 財 産 区 基 金

8.6

18.4

財

産

区

深 日 地 区 財 産 区 基 金

0

歳 出 合 計 8,760,000 8,063,000 697,000

災 害 復 旧 費 291,157 295,841 △ 4,684 △ 1.6

予 備 費 5,000 5,000

繰 出 金 849,419 867,847 △ 18,428 △ 2.1

0.0

普 通 建 設 事 業 費 530,625 448,146 82,479

積 立 金 419,359 348,783 70,576 20.2 多 奈 川 地 区 財 産 区 基 金

補 助 費 等 1,088,574 1,043,497 45,077 4.3

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 0 0 －　

維 持 補 修 費 126,579 126,285 294 0.2

物 件 費 1,710,211 1,385,603 324,608 23.4

公 債 費 694,193 696,367 △ 2,174 △ 0.3 小　　　　　　　　計

112,639 5.8 森 林 経 営 管 理 基 金

扶 助 費 992,985 906,372 86,613 9.6 庁 舎 整 備 基 金

海 釣 り 公 園 管 理 基 金

予算額 予算額 多奈川地区多目的公園管理基金

義 務 的 経 費 3,739,076 3,541,998 197,078 5.6 岬 ゆ め ・ み ら い 基 金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 目 的 基 金

内
 

訳

公 共 施 設 整 備 基 金

区 分
令和7年度当初 令和6年度当初

増 減 額 増 減 率

歳 入 合 計 8,760,000 8,063,000 697,000 8.6

一

般

会

計
人 件 費 2,051,898 1,939,259

令和7年度中増減見込

地 方 債 334,200 356,100 △ 21,900 △ 6.1

諸 収 入 420,328 193,535 226,793 117.2
会 計 区 分

う ち 基 金 繰 入 金 435,695 406,179 29,516 7.3

繰 越 金 81,000 76,000 5,000 6.6

合　　　　　　　　　　　　　　計

繰 入 金 493,499 536,090 △ 42,591 △ 7.9

財 産 収 入 44,253 44,238 15 0.0

寄 附 金 373,900 301,700 72,200 23.9

国 庫 支 出 金 1,164,447 975,825 188,622 19.3

府 支 出 金 695,322 577,758 117,564 20.3

分 担 金 ・ 負 担 金 13,501 27,953 △ 14,452 △ 51.7

使 用 料 ・ 手 数 料 102,594 104,638 △ 2,044 △ 2.0

譲 与 税 ・ 交 付 金 600,365 598,531 1,834 0.3

地 方 交 付 税 2,652,000 2,518,000 134,000 5.3

区　       　分
令和7年度中増減見込

予算額 予算額

町 税 1,784,591 1,752,632 31,959 1.8 一 般 会 計

区 分
令和7年度当初 令和6年度当初

増 減 額 増 減 率 会 計 区 分
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Ⅴ．予算の特色

１．本町を取り巻く環境等

我が国の経済について、政府が公表した今年１月の月例経済報告では、景気の全体判
断を6ケ月連続で「緩やかに回復している」を維持し、個人消費については「持ち直しの動き
が見られる」とされています。このような中で、政府においては、総合経済対策を策定し、長
年のデフレから脱却し、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る「賃上げと投資が牽引する
成長型経済」への移行に向け動き出しています。

本町の財政状況については、直近の令和５年度決算は、引き続き黒字決算を確保するこ
とができ、主要な財政指標である経常収支比率は前年度から０．３ポイント改善し、９４．
６％となった一方で、実質公債費比率は臨時財政対策債の発行額の減少等により、前年
度から０．５ポイント悪化し、１１．６％となりました。地方債残高については前年度から減少
となったものの、基金残高は財政調整基金等の取崩により、前年度から減少となりました。
令和６年度においては、歳入では国税収入の増加に伴い普通地方交付税が増加となり、
岬ゆめ・みらい寄附金についても、昨年度に引き続き、多額のご寄附をいただける見込と
なっていますが、町税は少子高齢化に伴う人口減少や地価の下落等で伸び悩みの傾向に
あります。歳出では、人事院勧告への対応に伴う人件費や公債費といった義務的経費が
財政負担となっており、引き続き厳しい財政運営が続くものと考えられます。

しかし、昨今の本町を取巻く厳しい財政状況の中でも、安全・安心なまちづくりの取組み
や定住人口の増加につながる「本町のまちの価値」を高める施策にこれまで取組んできま
した。緊急車両等の通行に支障が生じていた西畑池谷地区の町道西畑線についてはバイ
パス化工事が完了し、町内の体育館（小中学校・町民体育館）については教育環境や災害
時の避難所環境の向上のために空調機を設置いたしました。子ども・子育て支援として、
保育料について本町独自の第２子無償化に加え、課税世帯第１子の０歳～２歳児に対す
る保育料を半額軽減いたしました。物価高騰等による家計への影響が特に大きい子育て
世帯への支援としては、町内小学校の給食費の完全無償化を実施いたしました。これによ
り町内外の多くの皆さまから本町は「子育てがしやすいまち」と好評いただいております。
　
令和７年度当初予算においては、エネルギー・物価高騰の影響や人事院勧告による給

与等のベースアップにより人件費が増加となった中で、伸び悩んでいる町税については不
透明感があります。また、岬ゆめ・みらい寄附金についても、返礼品の充実により、近年は
増額傾向となっているものの、自治体間の競争もあり、過度には期待できないことから、引
き続き厳しい予算編成となりました。しかし、このような中でも、子ども・子育て支援につい
ては、引き続き子どもを安心して育てることのできる環境整備を進めるとともに、社会全体
の利益を考えたまちづくりを目指します。また、本町ならではの魅力を更に高める定住・交
流施策の取組みに加え、国の経済対策とも歩調をあわせて、物価高騰対策として生活者
支援にも取組みます。このように、令和７年度当初予算では、限られた財源により最大の
効果を上げることを念頭に、「日本一温かみのある町政」を目指し、町民が郷土に愛着と誇
りを持てるようなまちづくりを更に醸成できるよう予算編成を行いました。

２．歳入・歳出予算の概要
　
歳入予算では、町税について、令和６年度で定額減税があったことから、全体では増加と

なっています。譲与税・交付金、地方交付税は令和７年度地方財政対策を踏まえ、いずれ
も増加となっています。国庫支出金は、多奈川地区多目的公園災害復旧費国庫負担金の
増加等により、全体として増加となっています。府支出金は、関空周辺地域生活環境改善
等支援補助金の増加等により、全体として増加となっています。寄附金は、岬ゆめ・みらい
寄附金について令和６年度の決算見込を踏まえ、増加となっています。繰入金について
は、国民健康保険特別会計繰入金の減少等により全体として減少となり、歳入全体として
令和６年度から増加となっています。

歳出予算では、人件費が令和６年度人事院勧告の影響等により全体として増加となって
います。扶助費は直近の決算状況を踏まえ、全体として増加となっています。物件費は、
新型コロナウイルスワクチンの定期接種化等により全体として増加となっています。繰出金
は、介護保険特別会計繰出金の減少等により全体として減少となっています。普通建設事
業費は橋りょう改修事業の増加等に伴い増加となっています。この結果、歳出予算全体と
して令和６年度より増加となっています。
　
主な新規施策としましては、「健康・福祉・子育て」分野では、身体障害者手帳等を所持し

ていない小児慢性特定疾病児童に対し日常生活用具を給付します。「教育・文化」分野で
は、物価高騰等の家計への影響が特に大きい子育て世帯への支援として小学校給食費
の完全無償化に引き続き、令和７年度では中学校給食費の完全無償化を行います。遠距
離通学の児童・生徒に対し通学費の支援を新たに行います。「産業・観光」分野では、長松
自然海岸の松林の再生に向けた取組を地域と連携し行います。「生活環境・防災」分野で
は、飼い主のいない猫の不妊去勢手術費用の一部助成を行います。「都市基盤」分野で
は、上孝子地区にある大川の護岸改修を行います。「協働・人権・行政」分野では、物価高
騰下の町民の家計負担の軽減のために全世帯を対象に「おこめ券」を配布いたします。こ
のように、子ども・子育て環境の更なる充実、社会全体の利益を考えたまちづくりを進め、
本町ならではの魅力を更に高める定住・交流施策を最優先に取組む予算編成を行いまし
た。
　
その他の施策につきましては、「健康・福祉・子育て」分野では、保育料について、町独自

施策として、第２子無償化に加えて、０～２歳児の課税世帯第１子についての保育料の半
額軽減を引き続き行います。「教育・文化」分野では、深日小学校体育館の屋根改修を行
い、教育環境の改善を図ります。「産業・観光」分野では、農業公園の整備に向け、令和６
年度の基本計画の策定に続き、令和７年度では整備計画を策定いたします。「都市基盤」
分野では、町道宮下連絡線については道路拡幅を進め、（仮称）町道美崎苑連絡線につ
いては災害時の避難路・緊急輸送路を補完できる道路として整備を進めます。深日港洲本
港航路の再生に向けた取組みとしては、新たな事業計画のもと、引き続き運航を行いま
す。「協働・人権・行政」分野では、町制施行７０周年事業として、４月２７日に岬中学校体
育館にて記念式典を開催いたします。
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施策体系別主要事業一覧
※「新規」は令和7年度の新規施策、「拡充」は令和7年度から一部拡充する施策、「新規（継）」は、令和6年度補正予算以降新たに開始した施策

（単位：千円）

内　　　　　　　　　　容 予 算 額

まちづくりの目標１　　誰もが健やかにいきいきと暮らせるまち（健康・福祉・子育て）

小児慢性特定疾病児童に対し、日常生活をより円滑に行うことができるよう、必要に応じて日常生活

用具の給付を行う。

淡輪保育所において不審者等の防犯対策として防犯カメラを設置し、児童が安全・安心に保育所

生活が送れる環境を整備する。

新規 児童遊園整備事業 町内の児童遊園において遊具等の新設・更新を行い、児童が安全で楽しく遊べる環境を整備する。 2,667

令和6年10月から重症化リスクの高い65歳以上の方などを対象に新型コロナウイルスワクチン

予防接種が定期接種とされたことで、引き続き事業を実施することにより重症化の予防に務める。

次代の社会を担う児童の発達や成長を社会全体で応援するため児童手当を支給する。令和6年

10月の支給より、所得制限を撤廃するとともに新たに高校生年代まで支給対象としている。また、

第3子以降の月額支給額を3万円に拡充している。

保育所等におけるカウンセリング機能の充実を図るため、専門的な立場から親子関係、学習

関連等の諸問題の解決を目指す。

子どもの健全な育成と保健福祉の向上を図るため医療費の一部助成を行う。平成24年度以降、

段階的に施策拡充を実施し、令和元年7月からは、助成対象（入院・通院）を中学校卒業年度末

から満18歳に達する日以後における3月末までの者に引き上げている。【過疎対策事業債充当】

既に実施している国制度及び本町独自の第2子無償化制度に加え、更なる子育て支援の充実

を図るため、令和5年4月より課税世帯第1子の0歳～2歳児に対する保育料を半額としている。

令和元年10月からの保育の無償化に伴い、町独自施策として保育における給食費完全無償化

を引き続き実施し、子育て支援を図る。

※予算額は、保育所給食の賄材料費に係る歳出予算額を記載

保護者の疾病・入院や冠婚葬祭、育児疲れによる心理的・身体的負担を軽減するため町立の

子育て支援センター（一般型）、淡輪幼稚園に加えて、私立認定こども園及び私立幼稚園（幼稚

園型）において一時預かり事業を実施することで子育てを支援する。また、令和5年度からは、

子育て支援センターを利用する1～3歳児未満の児童を対象に、一時預かりの無料クーポンの

配布を行うことで、更なる施策の充実を図っている。

子ども・子育て支援新制度に伴い、私立認定こども園及び私立幼稚園に対して財政支援を実施

する。また、令和2年度から町独自施策として私立幼稚園等の給食費の無償化を実施している。

子育ての手助けをして欲しい人と子育ての手助けができる人との相互援助活動（ファミリーサポ

ートセンター事業）に関する連絡・調整を行うことで子育て支援の充実を図る。

施 策 項 目　　・　　事 業 名 称

新規 小児慢性特定疾病児童支援事業 174

児童手当支給事業 192,143

児童カウンセラー設置事業 1,150

新規 保育所防犯対策事業 440

新規(継) 新型コロナウイルスワクチン定期接種事業 37,168

子ども医療助成事業 36,940

保育料負担軽減事業（第1子半額軽減） 7,632

給食無償化事業（保育所・こぐま園） 12,906

一時預かり事業
（一般型・幼稚園型）

3,825

子ども・子育て支援に係る施設型給付事業 107,295

子育て援助活動支援事業
（ファミリーサポートセンター事業）

300

- 4 -



 

令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て支援新制度に移行して

いない幼稚園の保育及び幼稚園・認可こども園での預かり保育等を利用する家庭に助成を行う

ことで経済的負担を軽減する。

児童が保育中に体調不良となった場合に、保護者が迎えに来るまでの間、保育所の看護師等

が緊急的な対応を行う病児保育事業を実施することで保育サービスの充実を図る。

障がいのある方の障がいの程度等を踏まえ、介護給付サービスや訓練等給付として障害福祉

サービスの提供を行う。

シルバー人材センターの事業運営に対して活動補助を行うことで、高齢者の社会参加の促進・

生きがいづくりを支援する。

重度障害者医療費助成事業 重度の障がいと認定された方の医療費の助成を行うことで経済的負担の軽減を図る。 41,854

妊婦健康診査・相談、新生児聴覚検査や産後ケア等の事業を行い、母子の健康増進や児童の

健全育成、子育てを支援する。

不妊に悩む夫婦の不妊治療又は不育治療に要する費用の一部を助成することで経済的負担

を軽減し、安心して妊娠・出産・子育てが出来る環境整備を行う。令和3年度から助成上限額を

5万円から10万円に引き上げている。

妊娠時から出産・子育てまで、身近な伴走型相談支援と出産・子育て応援給付金（妊娠届出時

及び出生届出時以降に各5万円相当）を給付する経済的支援を一体的に行う。

聴覚障害による身体障害者手帳の交付を受けていない方で、耳鼻咽喉科の医師の診断を受け

て、補聴器の必要性が認められる証明を受けた65歳以上の方に対して、町民税非課税世帯等

の条件のもと、補聴器購入に係る経費の一部を助成する。（1人1回限り5万円が上限）

まちづくりの目標２　　あらゆる世代の人が豊かな心を育むまち（教育・文化）

家庭の経済的負担が大きい子育て世帯への支援として、令和6年度から町立小学校の給食費

の完全無償化を実施しており、令和7年度から町立中学校の給食費の完全無償化を行う。

※予算額は、学校給食の賄材料費に係る歳出予算額を記載

町立小中学校に通う遠距離通学の児童生徒の保護者に対し、通学費の負担軽減を目的とした

支援を行う。

不登校児童生徒の支援として、学びや居場所を提供するフリースクール等を利用している家庭

の経済的負担の軽減を図るため利用料の一部の補助を行う。

保護者の経済的な負担の均等化を図るため、修学旅行先で車いす対応のバスや、介護タクシー

などを利用する際に通常のバス費用との差額分の補助を行う。

教職員の事務負担の軽減と教育の質の向上を図るため、令和6年度に導入した「統合型校務支

援システム」の校務用パソコンと学習用タブレット端末の統合を行う。

最先端の技術や環境問題、国際文化を学ぶ機会である万博会場への交通費の自己負担を軽減
することで、町立小中学校の全ての児童生徒が万博を体験できるようにする。
また、万博開催中、本町からは盆踊りパフォーマンスとして、町内の盆踊り保存会が
出演するにあたり、送迎費用（バス借上料）等を町が負担することで、機運醸成に取組む。

新規 フリースクール等利用支援事業 240

新規(継) 統合型校務支援システム構築事業 3,389

子ども・子育て支援に係る施設等助成事業 1,356

病児保育事業（体調不良児対応型） 13,462

障害福祉サービス事業 530,400

シルバー人材センター活動補助事業 8,339

妊婦健康診査などの母子保健事業 7,275

不妊・不育治療助成事業 1,300

出産・子育て応援交付金事業 6,149

高齢者補聴器購入費助成事業 1,003

新規 遠距離通学支援事業 2,208

新規 学校給食無償化事業（中学校） 16,208

新規(継) 大阪・関西万博推進事業 3,548

新規 修学旅行等保護者負担支援事業 108
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深日小学校体育館の屋根の防水改修工事を行い、児童が安全で安心して利用できる教育環境

づくりに取組む。令和6年度に設計業務を行い、令和7年度に防水改修工事を行う。

GIGAスクール構想の推進のため、令和2年度に整備した、一人一台の学習用タブレット端末

が耐用年数を迎えることから、更新整備を行い、学習環境の向上を図る。

家庭の経済的負担が大きい子育て世帯への支援として、令和6年度から町立小学校の給食費

の完全無償化を実施しており、令和7年度も引き続き無償化を行う。

※予算額は、学校給食の賄材料費に係る歳出予算額を記載

小学校にアーティストを派遣し文化芸術体験事業（ワークショップ）を実施することで、アーティ

ストと子どもが触れ合える機会を創出する。ワークショップを通じて芸術のすそ野を広げると

ともに、「人間力」、「他者との協働」、「発想力」、「課題解決」などの能力を身に着けることで、

社会に必要とされる人材の育成につなげる。

小学校に、車いすダンスの普及活動を実施している団体から講師を招聘し、車いすダンス等の

実技や講話を実施することにより、「障害のある人とない人、自分と違う立場で生きる人の生き

方や思いを感じる」きっかけを作るとともに、障がい者理解教育の推進を図る。令和7年度も引き

続き、生徒だけでなく、保護者や地域の方も対象とする。

地域とともにある学校づくりを進めるため、学校運営協議会を設置する。令和4年度はモデル校

として多奈川小学校に設置しており、令和5年度からは淡輪小学校、深日小学校及び岬中学校

に設置している。

小学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、専門的な立場からいじめ・不登校等の

諸問題の解決を目指す。また、就学前から教育相談の機会の充実を図るため、幼稚園にも

カウンセラーを設置している。

まちづくりの目標３　　新たな活力と魅力があふれるまち（産業・観光）

岬町林業活性化地区推進協議会等関係機関と連携を図り、森林整備に向け、多奈川東畑の

山林の間伐を行う。

長松自然海岸の松林について、地域と連携し、美しい海岸の再生に向け松の植樹イベントや

観光看板の設置を行う。

令和元年度に策定した「みさき農とみどりの活性化構想」に基づき、遊休農地の解消、担い手の

育成を目指し、農業公園の整備に向け、令和6年度は基本計画の策定、令和7年度は整備計画

の策定を行う。

森林環境譲与税を活用し、木材利用の促進や道の駅みさきの利用促進を図るため、道の駅み

さきに隣接する稲荷池周辺に国産木材を利用した憩いの場を整備を行う。

大阪観光局と連携し、地域資源の磨き上げ等の流通環境の整備やデジタルマーケティングを

活用した効果的な情報発信・プロモーションを引き続き行う。

遊休農地の解消に資するよう、農作物の特産品生産や開発を支援し、ふるさと納税返礼品の

充実を図る。（補助上限額20万円）

28,332

1,780

新規(継) 長松自然海岸松林再生事業 5,938

府域周遊観光促進事業 2,750

農作物特産品化支援事業 1,000

新規 森林整備事業

岬町農業公園整備事業 9,137

道の駅みさき周辺整備事業 1,391

新規(継) 深日小学校体育館屋根改修事業 17,820

拡充 GIGAスクール環境整備事業 2,849

文化芸術育成事業
（学校アートプログラム）

330

文化芸術育成事業
（車いすダンス）

276

学校給食無償化事業（小学校）

学校運営協議会事業 474

スクールカウンセラー設置事業 2,680
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岬町商工会の運営や商工振興事業への取組及びイベント（深日漁港フェスタ）に対する助成を

行う。

本町の観光資源である自然・歴史・文化等を広く町内外にＰＲし、交流人口の増加を図るため、

観光案内所の運営の充実を始めとして、観光イベントの実施や大学や民間事業者との官民連携

事業等に対して助成を行う。

令和3年度に整備したみさき公園駅前観光案内所を運営することで、本町を訪れる観光客等の

利便性向上を図る。また、駅前に立地する利点を生かし、本町を訪れる観光客への情報提供・

案内を行う。

まちづくりの目標４　　豊かな自然の中で安心して暮らせるまち（生活環境・防災）

飼い主のいない猫の繁殖を抑制し、生活環境被害の抑止を図るため、不妊去勢手術にかかる費用に

対し助成を行う。（手術1回当たり上限5千円）

ごみの減量と資源の有効活用を図るとともに、ごみ問題に対する町民の意識向上に資する

ため、住民団体が自主的に行う有価物の集団回収に対して、1㎏当たり3円を報奨金として

交付する。

令和6年1月に発生した能登半島地震の教訓や高い確率で発生が予想される南海トラフ地震に

備え、住民の生命を守るために必要な備蓄を計画的に行う。

深日墓地の法面等を年次的に改修することにより、墓地の適正管理を行う。令和7年度では、

灰吹池側の墓地法面の工事を行う。

地域住民を犯罪から守るため、自治区に対して防犯カメラの設置に必要な助成を行うことで

犯罪の発生を抑止する。

住民の生命・財産を守るため、泉佐野市以南の3市3町で構成する泉州南消防組合の運営費を

負担する。

本町において自転車を利用する者のヘルメット着用を促進するため、自転車用ヘルメットを購入

する者に対し、購入に要した経費の一部を補助することで、自転車利用者の安全・安心な環境

づくりに寄与する。（補助金額は、1人あたり2,000円を上限とし、1人1個の1回限り）

環境性能に特に優れた電気自動車及び燃料電池自動車を購入した場合に要した経費の一部を

補助することで、脱炭素化を推進し、安全・安心で持続可能な町づくりに寄与する。

（補助金額は、一律で電気自動車5万円、燃料電池自動車20万円）

まちづくりの目標５　　安全で快適な住み心地のいいまち（都市基盤）

イノシシの獣害などにより護岸の一部が崩れ危険であるため、コンクリートブロック積みによる

護岸の改修を行う。

オークワ前バス停留所に屋根を設置することで、雨天時や夏場の直射日光による熱中症対策

を行い、コミュニティバスの利用環境の改善を図る。

自転車用ヘルメット購入費補助金 200

電気自動車等導入支援事業 900

新規

商工会支援事業 4,200

観光協会支援事業 2,684

みさき公園駅前観光案内所運営事業 4,593

新規 飼い主のいない猫不妊去勢手術費補助金 250

有価物集団回収報奨金 100

拡充 災害用物資備蓄事業 3,828

深日墓地改修事業 6,050

防犯カメラ設置補助事業 200

泉州南消防組合負担金事業 310,007

上孝子地区大川護岸改修事業 13,145

新規 コミュニティバス停留所屋根設置事業 330

新規
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放置すれば倒壊等、保安上著しく危険な状態である不良空家について、除却（行政代執行）を

行う。

災害時には避難路・緊急輸送路を補完できる道路として地域の安全・安心を確保し、本路線が

位置する周辺地区内の道路は行き止まり並びに狭小な道路が多いため、町道海岸連絡線に

接続し町道のネットワーク構築を図る。【過疎対策事業債充当】

津波や洪水時の一時避難所（高台避難所）である理智院等と避難所である多奈川小学校を

結ぶ町道宮下連絡線は、道路幅員が狭く、一部は歩行者しか通行出来ない。災害時の安全性

・利便性の向上を図るため、拡幅工事を実施する。令和7年度は用地測量に着手する。

【過疎対策事業債充当】

町道西畑線は池谷地区、佐瀬川地区を結ぶ唯一の生活道路であるが、道路幅員が狭く歩道もな

く地域住民等の安全な通行が困難なため、道路拡幅工事を実施する。令和7年度においては、

用地測量を行う。【過疎対策事業債充当】

令和4・5年度に策定した町道舗装修繕計画により、舗装の長寿命化と維持管理コストの削減を

図るため、計画的な舗装修繕を行う。

令和4年度の橋りょう点検結果により、橋りょうの長寿命化と維持管理コストの削減を図るため、

計画的な補修を行う。【過疎対策事業債充当】

新たなみさき公園の整備に向け、ＰＦＩ事業として整備運営等事業者が提案する設計・建設・運営

等に関する計画について、業務要求水準を満たし、適正かつ確実なサービスの提供がなされて

いるかを確認するため、モニタリング業務を進め、官民が連携し魅力ある都市公園の整備を行う。

平成29年度に発生した多奈川地区多目的公園の地すべりについて、令和5年度に国の災害

査定を受け災害復旧工事に着手しており、令和7年度の復旧を目指す。

通勤・通学及び主要な公共施設などへの交通手段として、定着しているコミュニティバス運行の

利便性の向上を図りながら事業を実施する。【過疎対策事業債充当】

既存民間建築物の耐震診断、木造住宅の耐震改修設計及び耐震改修に要する経費を補助す

ることで建築物の耐震化の推進を図る。

町域の道路に面した危険なブロック塀等の撤去及び改修を行う所有者に補助金を交付すること

により危険なブロック塀等の撤去を促進し、地震による人的・経済的な被害を軽減するととともに

地震時の避難路の確保を図る。

「岬町営住宅長寿命化計画」をもとに、多奈川小田平住宅と多奈川平野北住宅の長期的な活

用を図る。令和7年度では多奈川平野北住宅15棟の長寿命化改修工事及び工事監理業務と

令和8年度に工事実施予定の多奈川小田平住宅23棟分の設計業務を行う。

平成30年度に策定された「岬町空家等対策計画」の基本方針に基づき、適正な管理が行われて

いない空家等の改善指導を行うとともに、空家等の除却補助事業を実施する。

29,909

町道西畑線整備事業

76,683

既存民間建築物耐震診断等補助事業 1,900

みさき公園整備事業 7,325

町道舗装修繕計画に基づく修繕

橋りょう点検結果に基づく補修

新規 民間住宅空家除却事業 2,153

町道宮下連絡線整備事業 8,602

（仮称）町道美崎苑連絡線整備事業 27,082

多奈川地区多目的公園災害復旧事業 291,157

コミュニティバス運行事業 77,874

12,734

既存民間建築物安全対策事業
（ブロック塀安全対策）

1,200

町営住宅長寿命化事業 234,900

不良空家等除却補助事業 7,000
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空家を地域の交流施設等の用に供するために必要となる費用の一部を助成することで、住環境

の改善及び地域活性化を図る。

「岬町住宅マスタープラン」に基づきセーフティネット住宅の登録を促進するため、セーフティネット

住宅に居住するひとり親世帯に対して家賃の低廉化補助を行う。

まちづくりの目標６　　すべての人が輝くまちづくりを進めるまち（協働・人権・行政）

ペーパーレス会議システムを導入することで、議会や委員会等で使用される資料のペーパー

レス化に取組み、コスト削減とともに議会運営事務の効率化を図る。

深日港と洲本港を結ぶ海上交通を活用し、関西国際空港からの旅行者を含む観光客を誘致し、

観光客の増加と消費拡大を図る。観光データを活用したマーケティング調査を行い、地域の事

業者と連携して体験型観光プランを開発する。また、情報発信拠点を整備し、SNSやデジタルメ

ディアを活用したプロモーションを展開し、大阪湾南部の観光ネットワーク形成する。

移住体験住宅として活用可能な空き家を短期移住体験住宅物件として借上げ、移住希望者が

岬町の日常生活を体験できる住宅を提供することで、移住の促進を図る。

港会館について、経年劣化等により施設が損耗しているため改修を行う。また、1階和室のバ

リアフリー化を実施し、内装の改装を行うことで更なる地域コミュニティの活性化を図る。

パスポートの新規取得及び更新について、マイナンバーカードを利用したオンライン申請が

できることで、従来の手続きに必要だった紙の戸籍謄本原本の提出が不要になり、窓口に

出向く機会は受取時のみとなるなど、住民の利便性の向上を図る。

企業から専門人材の派遣を受け、その専門知識を活かすことにより、ふるさと納税の寄附額

増加に向けた取組みを行う。

昨今の物価高騰下における町民の家計負担の軽減を図るため、全世帯を対象に１世帯あたり

「おこめ券」10枚（4,400円相当）を配付する。【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当】

令和2年度に策定を行った「第５次岬町総合計画」（令和3年度～12年度）の前期期間が終了

するため、計画の中間年に当たる令和7年度において、改めて施策の評価を行い、後期期間

の基本計画の策定を行う。

「2025大阪・関西万博」は、次世代を担う子ども達が将来に向けて夢や希望を育む絶好の場で
あるため、府教育庁が実施する学校単位での子ども招待に加え、本町においても4歳以上の子
どもの無料招待を実施する。また、大阪関西万博のデジタルウォレットパークエリアにおいて
動画コンテンツの放映を行うことで、岬町への誘客につなげる。

令和7年度末までに国が示す自治体業務システム標準仕様に準拠する必要があるため、住民

情報システム及び戸籍システムについて、ガバメントクラウドへの移行及びシステムの改修を行う。

本町が町制70周年を迎えるため、令和7年4月27日に町制70周年記念式典を開催する。また、

町制施行70周年記念事業を行う町内の団体等に対し、事業費の2分の1を補助する。（補助金

額は10万円を上限とし、1対象団体につき1回限り）

新規 総合計画策定事業 723

地域活性化起業人事業

空家対策総合支援事業 600

家賃低廉化補助事業 960

新規 大阪湾つながる海の旅づくり事業 66,852

新規 議会ペーパーレス会議システム導入事業 286

新規 お試し居住事業 320

新規 港会館改修事業 7,500

4,200

新規 おこめ券配付事業 43,790

新規

新規
旅券（パスポート）発行に係る申請・交付手続
きに関する電子化事業

231

新規(継) 大阪・関西万博推進事業 4,134

自治体情報システム標準化事業 248,282

町制施行周年事業 9,857
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岬高校による地域と密着した学校活動の取り組みに対し補助金を交付することで、地域一体型と

なるまちづくり活動を支援するとともに、将来を担う人材の育成を図る。

広報紙、町ホームページや関連ウェブサイトなどを活用し、ふるさと納税についてプロモートする

ことで広く寄附を募るとともに寄附者に対して、寄附金額に応じて町の特産品等を贈呈する。

令和2年11月に友好交流都市となった岡山県美咲町と産業、教育など幅広い分野で交流を図る。

令和7年度では、令和7年3月22日に美咲町が町制施行20周年を迎え、また友好交流都市

協定が5年目を迎えるため、さらに交流を深める。

全日本ビーチバレーボール女子選手権大会、岬町観光協会主催のイルミネーション事業に加え、

新たに岬ゆめ・みらいサポート事業制度に基づき地域活性化に資する事業に対し補助金を交付

することで、自主的な地域貢献活動を支援する。

高等学校等が教育の一環として実施する短期留学に参加する本町に在住する生徒の保護者

に対し支援を行うことで、グローバル人材の育成を図る。

結婚新生活支援事業 新婚世帯の住居費用等を支援することで、経済的不安を解消し、少子化対策を推進する。 1,200

奨学金返還者の就労初期における経済的負担を軽減し、また、町内への定住を促すため、助成

金を交付する（奨学金返還額の1/2まで）。助成金の対象期間は継続した60ヶ月分の返還期間

を上限とし、年間上限額10万円まで助成する。（就業先：町内10万円、町外5万円）

夫婦のいずれかが39歳以下で結婚する者に対し、婚姻者1組について5万円の結婚祝金を支給

することで、若者の定住促進対策及び少子化対策を図る。

本町への移住定住を促進するため、本町を知らない地理的に離れた大阪市以北の市町の方々

に向けて、移住・定住促進ＰＲ番組の制作を行い、発信することで、まちの魅力を伝える。

町内の移住・定住の促進を図るため、地域課題をふまえた活性化事業に取組む外部人材である

「地域おこし協力隊」を引き続き配置することで関係人口を呼び込む取組を強化する。

※「新規」は令和7年度の新規施策、「拡充」は令和7年度から一部拡充する施策、「新規（継）」は、令和6年度補正予算以降新たに開始した施策

岬高校生地域活動支援事業 430

ふるさと応援事業 156,940

美咲町友好交流推進事業 302

2,600

国際交流推進事業 500

奨学金返還支援事業 850

地域活性化事業

地域おこし協力隊事業 4,749

結婚祝金補助事業 1,000

移住・定住促進ＰＲ番組制作・放送事業 6,833
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Ⅶ．普通建設事業（一般会計）
（単位：千円）

補助

単独 国庫支出金 府支出金 町　　　債 その他特財 一般財源

総務費 18,444 443 0 9,200 8,257 544

防災行政無線再整備事業 府営 4,787 4,700 87 大阪府衛星無線（第3世代）等再整備工事負担金

集会所改修事業 単独 7,500 7,500 0 港会館改修工事

庁舎改修事業 単独 4,957 4,500 457 庁舎屋上改修工事、屋内消火栓設備取替工事

大阪湾つながる海の旅づくり事
業

補助 1,200 443 757 0 みさき公園駅前観光案内所拠点整備工事

民生費 3,507 0 200 0 2,381 926

身体障害者住宅改造補助金 単独 400 200 200 手すり・スロープ等設置補助金

保育所防犯対策事業 単独 440 440 淡輪保育所防犯カメラ設置工事

児童遊園管理事業 単独 2,667 2,381 286
みさき苑（Ｂ）児童遊園改修工事、港ちびっこ交通公園改
修工事

衛生費 9,972 635 635 0 6,050 2,652

合併処理浄化槽設置補助金 補助 1,906 635 635 636 5基分（5人槽2基、6～7人槽3基）

深日墓地改修事業 単独 6,050 6,050 0 深日墓地法面改修工事

保健センター改修事業 単独 209 209 保健センター内装工事

ごみ処理施設整備事業 単独 973 973 ごみ処理施設進入路補修工事

大阪湾広域臨海環境整備負担金 単独 834 834 フェニックス負担金

農林水産費 30,378 0 10,000 9,000 11,290 88

ため池管理事業 単独 1,238 1,200 38 別所上池改修工事

農業施設改良事業 単独 4,250 4,200 50 地の海地区水路整備事業補助金

林業振興事業 単独 1,290 1,290 0 森林間伐工事

林道整備事業 単独 23,600 10,000 3,600 10,000 0
林道奥池線不動橋補修工事、林道奥山線落下防護柵
設置工事

事 業 名 事 業 費
左 の 財 源 内 訳

備 考
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（単位：千円）

補助

単独 国庫支出金 府支出金 町　　　債 その他特財 一般財源
事 業 名 事 業 費

左 の 財 源 内 訳
備 考

商工費 6,634 0 0 0 5,798 836

長松自然海岸再生事業 単独 286 286 景観看板設置工事

海釣り公園整備事業 単独 4,957 4,957 0 手摺・ゴムマット修繕工事

道の駅みさき周辺整備事業 単独 1,391 841 550 憩いの場整備工事、周辺樹木伐採工事

土木費 442,140 183,565 0 229,400 5,183 23,992

町道岬海岸番川線整備事業 単独 5,130 3,600 1,469 61 車両防護柵改修工事

町道西畑線整備事業 補助 12,734 6,945 5,600 189 用地測量委託等

交通安全対策事業 単独 1,500 1,500 道路反射鏡・防護柵・区画線設置工事等

一般道路整備事業 単独 10,205 1,293 8,912 町内各所

町道舗装修繕事業 単独 29,909 29,900 9
舗装修繕工事（町道黒崎線、町道岬海岸番川線、町道
西畑線）

（仮称）町道美崎苑連絡線整備事業 補助 27,082 12,692 14,300 90 整備工事

町道宮下連絡線整備事業 補助 8,602 4,301 4,300 1 用地測量委託

橋りょう改修事業 補助 76,683 42,177 34,500 6
改修工事（中出橋、背合橋、初ヶ橋）、設計委託（淡輪水
道橋、下出橋）

河川水路改修事業 単独 5,900 5,900 町内各所

淡輪９区水路敷改修事業 単独 545 545 調査委託

多奈川西地区水路改修事業 単独 2,421 2,421 0 水路改修工事

石橋自治区東川浚渫事業 単独 1,462 1,400 62 設計委託、浚渫工事

上孝子地区大川改修事業 単独 13,145 13,100 45 設計委託、改修工事

西川護岸改修事業 単独 5,341 5,300 41 護岸改修工事

コミュニティバス施設整備事業 単独 330 330 オークワ前バス停留所屋根設置工事

町営住宅改修事業 単独 4,098 4,098 小田平住宅改修工事2戸、平野北住宅改修工事2戸

町営住宅長寿命化事業 補助 234,900 117,450 117,400 50
町営住宅長寿命化改修工事、工事監理委託、実施設計
委託

空家等対策事業 補助 2,153 2,153 民間住宅空家除却工事
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（単位：千円）

補助

単独 国庫支出金 府支出金 町　　　債 その他特財 一般財源
事 業 名 事 業 費

左 の 財 源 内 訳
備 考

教育費 19,550 0 0 0 18,348 1,202

小学校改修事業 単独 19,022 18,348 674
淡輪小学校トイレ改修工事、深日小学校体育館屋根改
修工事、深日小学校防水改修工事

中学校改修事業 単独 528 528 体育館防水改修工事

530,625 184,643 10,835 247,600 57,307 30,240合　　　　　　　計
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　平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％へ引き上げられ、その後、令和元年10月より8％から10％へ引き上げられました。

地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　令和7年度岬町一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200,195千円

【歳出】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費  　2,788,619千円

1 障害者福祉事業 643,558 296,872 169,745 0 42 21,546 155,353

2 高齢者福祉事業 364,648 0 1,251 0 2,098 44,006 317,293

3 児童福祉事業 942,839 269,296 118,909 10,000 38,170 61,686 444,778

4 母子福祉事業 12,087 0 5,050 0 0 857 6,180

5 地域福祉事業 56,621 2,451 14,190 0 120 4,855 35,005

2,019,753 568,619 309,145 10,000 40,430 132,950 958,609

1 健康増進事業 90,210 3,402 1,927 0 6,064 9,600 69,217

2 予防対策事業 66,931 0 87 0 0 8,141 58,703

3 母子保健事業 20,643 6,753 2,474 0 0 1,391 10,025

177,784 10,155 4,488 0 6,064 19,132 137,945

1 国民健康保険事業（特別会計繰出金） 190,826 26,431 86,238 0 0 9,519 68,638

2 介護保険事業（特別会計繰出金） 310,044 11,778 5,889 0 0 35,611 256,766

3 後期高齢者医療事業（特別会計繰出金） 90,212 0 63,607 0 2,111 2,983 21,511

591,082 38,209 155,734 0 2,111 48,113 346,915

2,788,619 616,983 469,367 10,000 48,605 200,195 1,443,469

※1　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の令和7年度予算額の22分の12に相当する額とする。

※2 地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

合　　　　計

2 保健衛生

小　　計

3 社会保険

小　　計

地方債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

その他

1 社会福祉

小　　計

Ⅷ.地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

大　区　分 小区分（事業名）
令和7年度
当初予算額

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国庫支出金 府支出金
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Ⅸ．特別会計予算の概要

国民健康保険特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 国 民 健 康 保 険 料 335,977 14.8% 397,066 16.9% △15.4％ 1. 総 務 費 43,195 1.9% 39,768 1.7% 8.6％

2. 一 部 負 担 金 1 0.0% 2 0.0% △50.0％ 2. 保 険 給 付 費 1,659,296 73.3% 1,699,536 72.1% △2.4％

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 500,076 22.1% 459,421 19.5% 8.8％

5. 府 支 出 金 1,694,692 74.8% 1,731,800 73.5% △2.1％ 4. 共 同 事 業 拠 出 金 0 0.0% 1 0.0% 皆減　

6. 財 産 収 入 0 0.0% 1 0.0% 皆減　 6. 保 健 事 業 費 29,898 1.3% 34,326 1.5% △12.9％

7. 繰 入 金 232,734 10.3% 225,876 9.6% 3.0％ 7. 基 金 積 立 金 0 0.0% 1 0.0% 皆減　

9. 諸 収 入 1,570 0.1% 1,444 0.0% 8.7％ 8. 公 債 費 1,000 0.0% 1,000 0.0% 0.0％

9. 諸 支 出 金 1,510 0.1% 92,137 3.9% △98.4％

10. 予 備 費 30,000 1.3% 30,000 1.3% 0.0％

2,264,975 100.0% 2,356,190 100.0% △3.9％ 2,264,975 100.0% 2,356,190 100.0% △3.9％

後期高齢者医療特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 304,104 77.1% 296,501 76.5% 2.6％ 1. 総 務 費 3,192 0.8% 4,628 1.2% △31.0％

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 2. 後期高齢者医療広域連合納付金 387,907 98.4% 378,080 97.5% 2.6％

4. 繰 入 金 90,212 22.9% 91,086 23.5% △1.0％ 3. 諸 支 出 金 1,009 0.3% 1,009 0.3% 0.0％

6. 諸 収 入 2 0.0% 2 0.0% 0.0％ 4. 保 健 事 業 費 2,111 0.5% 3,773 1.0% △44.0％

5. 予 備 費 100 0.0% 100 0.0% 0.0％

394,319 100.0% 387,590 100.0% 1.7％ 394,319 100.0% 387,590 100.0% 1.7％

介護保険特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 保 険 料 341,998 16.8% 349,671 16.6% △2.2％ 1. 総 務 費 58,020 2.8% 59,655 2.8% △2.7％

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 46 0.0% 50 0.0% △8.0％ 2. 保 険 給 付 費 1,820,695 89.2% 1,882,286 89.7% △3.3％

4. 国 庫 支 出 金 510,134 25.0% 526,490 25.1% △3.1％ 4. 地 域 支 援 事 業 費 158,693 7.8% 152,778 7.3% 3.9％

5. 支 払 基 金 交 付 金 515,312 25.2% 530,941 25.3% △2.9％ 6. 公 債 費 500 0.0% 500 0.0% 0.0％

6. 府 支 出 金 276,487 13.5% 284,696 13.6% △2.9％ 7. 諸 支 出 金 1,503 0.1% 1,504 0.1% △0.1％

8. 財 産 収 入 238 0.0% 38 0.0% 526.3％ 8. 基 金 積 立 金 238 0.0% 38 0.0% 526.3％

10. 繰 入 金 394,193 19.3% 406,763 19.4% △3.1％ 9. 予 備 費 2,000 0.1% 2,000 0.1% 0.0％

11. 諸 収 入 3,241 0.2% 112 0.0% 2793.8％

2,041,649 100.0% 2,098,761 100.0% △2.7％ 2,041,649 100.0% 2,098,761 100.0% △2.7％

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比
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淡輪財産区特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 財 産 収 入 1,536 21.9% 1,586 51.0% △3.2％ 1. 財 産 費 6,148 87.5% 2,232 71.7% 175.4％

2. 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 2. 諸 支 出 金 380 5.4% 380 12.2% 0.0％

3. 諸 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 3. 予 備 費 500 7.1% 500 16.1% 0.0％

4. 繰 入 金 5,490 78.1% 1,524 49.0% 260.2％

7,028 100.0% 3,112 100.0% 125.8％ 7,028 100.0% 3,112 100.0% 125.8％

深日財産区特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 財 産 収 入 21,078 35.5% 21,164 40.7% △0.4％ 1. 財 産 費 7,547 12.7% 6,037 11.6% 25.0％

2. 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 2. 諸 支 出 金 50,755 85.6% 44,970 86.5% 12.9％

3. 諸 収 入 2 0.0% 2 0.0% 0.0％ 3. 予 備 費 1,000 1.7% 1,000 1.9% 0.0％

4. 繰 入 金 38,221 64.5% 30,840 59.3% 23.9％

59,302 100.0% 52,007 100.0% 14.0％ 59,302 100.0% 52,007 100.0% 14.0％

多奈川財産区特別会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 財 産 収 入 508 1.1% 228 0.7% 122.8％ 1. 財 産 費 7,036 15.2% 7,420 21.9% △5.2％

2. 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 2. 諸 支 出 金 38,150 82.6% 25,443 75.1% 49.9％

3. 諸 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0.0％ 3. 予 備 費 1,000 2.2% 1,000 3.0% 0.0％

4. 繰 入 金 45,676 98.9% 33,633 99.3% 35.8％

46,186 100.0% 33,863 100.0% 36.4％ 46,186 100.0% 33,863 100.0% 36.4％

下水道事業会計 （単位：千円、％）

歳　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　出

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

1. 下 水 道 事 業 収 益 409,733 62.2% 409,748 59.4% 0.0％ 1. 下 水 道 事 業 費 467,847 57.1% 493,847 57.4% △5.3％

2. 資 本 的 収 入 248,943 37.8% 280,277 40.6% △11.2％ 2. 資 本 的 支 出 351,999 42.9% 367,016 42.6% △4.1％

658,676 100.0% 690,025 100.0% △4.5％ 819,846 100.0% 860,863 100.0% △4.8％歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比

構成比 増減率

構成比

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

款 構成比 構成比 増減率 款

構成比 増減率

歳　　入　　合　　計 歳　　出　　合　　計

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比

款 構成比 構成比 増減率 款 構成比
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